2012年度男女平等産別統一闘争

内閣府男女共同参画局申入れ
日時：2012年6月12日（火）11：30～
場所：k-201会議室（プレハブ2階）

内閣府：野澤郁代（推進課課長補佐・総括担当）、藤井麻莉（推進課課長補佐）、飯村久美子（推進課課長補佐）、高野厚（総務課課長補佐・国際担当）、宮本隆（推進課暴力対策推進室課長補佐）、中野渡守（調査課企画調整担当課長補佐）　

自治労：澤田陽子（副委員長）、西田一美（総合総務企画局長）、田村美都子（書記）
　はじめに澤田副委員長より「自治労では国や連合とあわせて6月のに男女平等の取り組みを進めよう、と自治労全体で男女平等推進にとりくむ『男女平等産別統一闘争』をこの時期に実施するようになり、今年で11年目を迎えました。47都道府県本部でも同様の申し入れをそれぞれの知事をはじめとし、市長会、町村会長あてに行っているところであり、自治労本部としても地方三団体および国にお話しする趣旨で来た。」と挨拶し、続いて西田総合局長よりそれぞれの項目を読み上げ要請した。
　個別の課題に対する回答要旨は次のとおり。
1.　ＷＬＢについては平成22年に指針を新たに策定、社会全体で官民トップ会談など点検評価の取り組みを進めている。ＷＬＢレポート強化部会で取りまとめている。

　職場における男女の格差については育児介護のための条件整備が必要と考えており、例えば厚労省で取組んでいる改正育児休業法の周知徹底等進めているところだ。内閣府としては厚労省と協力しメルマガ等のツールを使って広報・啓発をしているところである。

　男性の育休取得者促進について、「イクメンの会」など取り組みをすすめている。国民運動等を通じた「気運の醸成」が必要と考える。今後も進めていきたい。

2.　（1）基本法は10年近く経過したが「そもそも何なのか」について連携事業を通じて宣伝していきたい。今度「男女共同参画社会づくりに向けての全国会議」（2012年6月22日＠メルパルクホール東京）を開催する予定だ。また宣言都市など首長が頑張っているところに挨拶や説明に行っている。
　基本法においては自治体における計画・条例策定は都道府県の義務である。毎年どれだけ条例が制定されているか調査し公開している。徐々に市町村について件数が上がってきているが引き続き情報提供していきたい。

（2）ナショナルマシナリーについては有識者と閣僚による参画会議を頻繁に開催している。また内閣総理大臣のもと「女性の活躍による経済活性化を推進する関係閣僚会議」を新たに設置し、成果を「日本再生プログラム」に載せることをめざし取り組んでいる。

（3）苦情処理に関する第三者機関の必要性については従来から承知している。情報提供の充実を図っていきたい。毎年人権相談員を集めて苦情処理研修やガイドブックを配布している。
　共同参画会議は実施状況を監視し、意見を述べることも事務の一つである。参画会議においては1/2が、監視専門調査会については全員が有識者であり、当局からすれば第三者的な見方のできる機関である。引き続き積極的に取り組んでいきたい。

3.　女子差別撤廃条約選択議定書の批准については、第三次計画の中で「真剣に検討を進める」と書き込んでおり、外務省中心に取り組んでいるところである。内閣府としても連携していきたい。

4.「女性の参加加速プログラム」の推進について、公務部門は重点分野の一つとしている。3月に開催した共同参画会議において各府省の「女性職員の採用・登用拡大計画」を進めることが決定された。今後とも積極的に取り組みを進めていきたい。

6.　改正ＤＶ法をふまえた取り組みについては、内閣府として着実な履行と環境整備に努めたい。関係部門を一堂に集めた情報共有を平成22年度に実行したところである。マニュアル作成など一層の取り組みを図っている。
　配偶者暴力被害者に対しては官民の連携をはかり、また先進事例など情報共有しながら更なる強化を進めていきたい。

7.　労働組合におけるポジティブアクション推進の支援については、社会のあらゆる分野における指導的地位に女性が占める割合を2020年までに30％にする「202030」に基づき連合でも様々な取り組みを進めていることと認識している。ホームページで掲載するなど、情報提供を行っているところだ。

これを受け、自治労側からはさらに次のように発言した
○ＷＬＢについて実態として進んでいない。いわゆる「Ｍ字型カーブ」がなかなか改善していない。白書のデータによると子どもを持つと有職率が下がっていることが明らかだ。点検評価進めている、とのことだが更に努めてほしい。

○「女性の活躍による経済活性化を推進する関係閣僚会議」についてスケジュールを具体の内容はどのようになっているのか。
○参加加速プログラムについて、働く女性が二層化し格差が拡大している現状がある。今後は貧困高齢者が増えていく懸念がある。

○労働組合への支援については情報提供にとどまらない支援をお願いしたい。

　最後に澤田副委員長から「男女平等の取り組みについては、地元にいたときに内閣府の旗振りで動いた経験がある。内閣府の動きを地方は注視していることを改めて認識して頂きたい。ＷＬＢも地元では当初は一気に盛り上がったが浸透しきれていない現状がある。繰り返し啓発していかないといけないということだ。男女平等は国をあげた取り組みであることを内閣府は引き続き示していただきたい」と発言し、交渉を終えた。
